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図１ 位置図                （２事業概要 ①所在地） 
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費用便益分析算定手法説明資料 

 
 
 

○利用者便益 
  
 ①移動時間短縮便益（鉄道） 
 
  ・新駅設置により新たに大阪駅方面から特急列車（はるか 
   ・くろしお）が利用可能となることによる時間短縮効果 
   を、貨幣換算することにより計測 
 
  ・平均短縮時間 × 時間価値 × 年間乗降客数 
 
 ②移動時間短縮便益（歩行者） 
 
  ・新駅内に新たに整備する地下通路が大阪駅と接続される 
   ことにより、歩行者が地上を移動する際の信号待ち時間 
   を短縮する効果を、貨幣換算することにより計測 
 
  ・平均短縮時間 × 時間価値 × 年間歩行者数 
 
  

③乗換利便性向上便益 

 
 ・新駅設置により新たに大阪駅から乗車が可能になるこ 
  とにより向上する乗り換え利便性について、乗り換え 
  １回分が乗車時間約10分と同様の不効用として、貨幣 
  換算することにより計測 
 
 ・乗換回数 × 時間価値 × 年間乗降客数 

■鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル（2012改訂版）に基づき算定 
 鉄道事業者による事業費負担が長期的には運賃収入で回収されることを踏まえて、鉄道事業者が負担す
る費用及び供給者便益を除いて、公的負担・利用者便益比を指標として用いる（ﾏﾆｭｱﾙP58） 

◇基準年次、検討年数等 
 
  ・基準年：評価時点 
  ・現在価値算出のための社会的割引率：４％ 
  ・検討年数：供用後50年 

◇費用 
   
  建設投資額、維持費等を算定 

◇便益 
 事業による効果・影響のうち貨幣換算可能な効果を対象に便益を計測 



       便益の算定 

 

 ①時間短縮（鉄道） 
      (823百万円/年)  

 ②時間短縮（歩行者）   

         (501百万円/年)  

 ③乗換利便性の向上    

       (459百万円/年) 

       費用の算定 

  

 ・新駅設置事業に要する費用
（鉄道事業者負担分を除く） 

 ・地下通路整備に要する費用 

（107.8億円） 

社会的割引率 

（４％） 

便益の現在価値 

  

 新駅供用年次を起算点として、
検討期間（５０年間）にわたり、各
年次毎の各便益の現在価値の合
計 

 

①時間短縮（鉄道）       139.8億円 

②時間短縮（歩行者）   85.1億円 

③乗換利便性の向上   78.0億円 

     費用の現在価値 

  

 新駅設置事業の全体事業費の
うち、鉄道事業者の負担額を除く
都市側の負担額を、基準年次に
おける現在価値の合計 

 

（92.1億円） 

費用便益分析の実施 

 

社会便益比(Ｂ／Ｃ)＝便益の現在価値／費用の現在価値 

 

3.29 ＝ 302.9億円／92.1億円 

＊社会的割引率：今年の価格と来年の価格とは同じ価格でも実質的な価値が
異なることを考える必要がある。通常は来年の価格の方が価値が低いので、
割引率を用いて換算する(各年の便益を現在の価値に割り引く） 

検討年数 

（５０年） 

効果項目 
初年度 

便益 

検討 

年数 

 

基準年(H28)に 

おける現在価値 

 

①時間短縮 

  （鉄道） 
823百万円 50年 423百万円 

②時間短縮  
（歩行者） 

501百万円 50年 257百万円 

③乗換利便性
の向上 

459百万円 50年 236百万円 

合計 1,783百万円 915百万円 

費用 

基準年 平成28年度 

単純合計 10,780百万円 

基準年における現在価値 9,207百万円 

費用便益比 

    Ｂ／Ｃ 

          ＝3．29 

①便益額（Ｂ） 

②費用（Ｃ） 

③評価指標の算定結果 

図２ 費用便益分析の概要   （２事業の必要性の視点 ③費用便益分析） 



図３ 進捗状況        （４事業の実現見通しの視点 ②事業規模） 
・新駅設置工事（地下駅舎 島式ホーム２面４線） 

・残事業費 約150億円 

① 

② 

③ 

事業費ベース進捗率 ： 0.2％ 

■断面図 



図４ 進捗率の推移     （４事業の実現見通しの視点 ③総事業費） 


